
）

　元請業者が当該工事現場に専任で配置する監理技術者は、元請業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあ
る者で「監理技術者資格者証」の交付を受けており、かつ監理技術者講習を受けている者の中から選任しな
ければなりません。（建設業法第26条第4項）

建設業の許可区分 技術者の専任制 下請契約金額の総額 資格者証の必要性

資格者証が必要となる工事（下表

技術者の配置

必　　要

不　　要

特定建設業

１１

　選任された監理技術者は、発注者から請求があったときは、監理技術者資格者証を提示しなければなりませ
ん。（建設業法第26条第5項）

公共性のある工作
物に関する重要な工
事で2,500万円以上
(建築一式工事の場
合は5,000万円以上)

3,000万円以上（建築一
式工事の場合は4,500万
円以上）

3,000万円未満（建築一
式工事の場合は4,500万

円未満）

監理技術者

主任技術者

監理技術者資格者証とは問　　６


